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平成28年４月25日 

各 位 

会 社 名 萩 原 電 気 株 式 会 社 

代表者の役職氏名 取締役社長  岩 井 三 津 雄 

（東証・名証 第一部・コード番号 ７４６７）

問 い 合 わ せ 先 取締役副社長  福 嶋 洋 二 

（ＴＥＬ  ０５２－９３１－３５１１）

 

 

新株発行等に関する調達資金の使途変更のお知らせ 

 

当社は、平成26年２月18日付「新株発行及び自己株式の処分並びに株式売出しに関するお知らせ」及び平成

26 年２月 26 日付「発行価格及び処分価格並びに売出価格等の決定に関するお知らせ」にて開示いたしました

「調達資金の使途」について、下記のとおり変更することといたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．変更の理由及び内容 

  手取概算額合計1,946,246,200円のうち、設備投資に充当予定でありました850,000,000円につきまして、

平成 28 年３月末時点の残高 670,000,000 円をその後の経営環境の変化及び計画時期等の変更等により、次の

ように変更いたします。 

  自社保有の本社ビル設備機能の老朽化対策としての設備の刷新を予定しておりましたが、近隣に条件の良い

テナントビルの空きが出たことにより、本社ビルから当該テナントビルへ移転することとし、移転費用及びテ

ナント使用料として平成 32 年３月までに 289,000,000 円、管理体制の強化と業務効率化を目的としたシステ

ム関連設備の更新・導入時期を平成 32 年１月に延期するとともに、システム構成等の見直しを実施し、更

新・導入費用として 230,000,000 円、平成 33 年３月までの本社別館、三好事業所、日進事業所における建

物・建物附属設備の増設・更新・耐震補強等の資金151,000,000円に変更いたします。 

  なお、移転後の自社保有本社ビルについての計画は、現在検討中であり、決まり次第お知らせいたします。 
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  なお、本件変更により、平成28年４月25日における設備投資の内容は、以下のとおりとなります。 

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容 

投資予定金額 

（百万円） 
資金調達 

方法 

着手及び完了予定

総額 既支払額 着手 完了 

当社 

本社 

（名古屋市東区） 

ソリューションビジネス

ユニット事業 
事業所設備 293.5 4

増資資金、

自己株式処

分資金、自

己資金及び

借入金 

平成26年 

４月 

平成32年

３月

本社別館 

（名古屋市東区） 

全社統括業務 

デバイスビジネスユニッ

ト事業 

社内システム、

事業所設備 
297.5 67

増資資金、

自己株式処

分資金、自

己資金及び

借入金 

平成25年 

４月 

平成32年

１月

三好事業所 

（愛知県みよし市）

デバイスビジネスユニッ

ト事業 

ソリューションビジネス

ユニット事業 

社内システム、

事業所設備及び

倉庫設備 

200.5 73

増資資金、

自己株式処

分資金、自

己資金及び

借入金 

平成25年 

12月 

平成33年

３月

日進事業所 

（愛知県日進市） 

ソリューションビジネス

ユニット事業 

事業所設備及び

倉庫設備 
58.5 34

増資資金、

自己株式処

分資金、自

己資金及び

借入金 

平成26年 

10月 

平成30年

３月

（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 完成後の増加能力は合理的に算出することが困難なため、記載を省略しております。 

３ 本社において、老朽設備機器の刷新費用として32.5百万円を予定しておりましたが、近隣テナントへ移転する

ことになり、移転のための設備投資及び設備維持費用として、293.5百万円に変更しております。 

４ 本社別館において、会計システム更新費用の見直しを実施し、272.5百万円から297.5百万円に変更しておりま

す。 

５ 三好事業所において、物流機能増強等の費用として332百万円を予定しておりましたが、増強対策として当面、

賃貸の外部倉庫で対応することとし、設備維持費用等で200.5百万円に変更しております。 

６ 日進事業所において、耐震工事等の費用として213百万円を予定しておりましたが、耐震工事の工法見直しによ

り、58.5百万円に変更しております。 

 

２．業績への影響 

  本件変更に伴う当社及び当社連結業績への影響は軽微であります。 

 

以 上 


